
「やまなし外国人労働環境適正化推進ネットワーク」
について

山梨県知事政策局外国人活躍推進グループ

外国人活躍推進監 小宮山 嘉隆

受入企業・団体等の認証について考える研究会
第１回「自治体および業界団体の取り組みから学ぶ」
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１．山梨県の在留外国人の状況

2021年12月末時点

◆山梨県の在留外国人数・外国人の割合の推移 （単位：人、％）
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出典：法務省「在留外国人統計」



１．山梨県の在留外国人の状況

◆国籍別（2021.12）※在留外国人全体

出典：法務省「在留外国人統計」
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◆ 国籍別増減（2021.12）

１．山梨県の在留外国人の状況

出典：法務省「在留外国人統計」
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◆外国人労働者雇用事業所数・外国人労働者数（2021.10）

１．山梨県の在留外国人の状況

外国人を雇用する「事業所数」、「外国人労働者数」
ともに増加傾向

出典：山梨労働局
「山梨県内の『外国人雇用状況』について」



◆ 在留資格別（2021.12）

１．山梨県の在留外国人の状況

出典：法務省「在留外国人統計」

外国人数 シェア

身分に基づく在留資格 10,396 60.6%

 うち永住者 6,590 38.4%

 うち定住者 1,873 10.9%

 うち日本人の配偶者 1,228 7.2%

 うち永住者の配偶者 270 1.6%

 うち特別永住者 435 2.5%

特定技能 443 2.6%

技能実習 1,634 9.5%

専門的・技術的分野の在留資格 2,254 13.1%

 うち技術・人文知識・国際業務 1,278 7.4%

留学・家族滞在等 1,899 11.1%

 うち留学 852 5.0%

特定活動 537 3.1%

資格

◆ 業種別（2021.10）

業種 外国人数 シェア

製造業 3,171 34.4%

サービス業 ※6 2,532 27.5%

卸売業・小売業 930 10.1%

教育・学習支援業 323 3.5%

情報通信業 19 0.2%

医療・福祉 355 3.9%

その他 1,124 12.2%

8.2%
宿泊業
飲食サービス業

754

出典：山梨労働局「山梨県内の『外国人雇用状況』について」

在留資格別では「身分に基づく在留資格」が最多
業種別では「製造業」が最多



２．外国人雇用に関する企業アンケート調査結果

Ｑ.検討しているが雇用に至らない理由、又は、検討して
いない理由は何ですか（２つまで）。
※現在外国人を雇用していない企業(n=７０９)へ質問

Ｑ.今後雇用を検討していますか。

※現在外国人を雇用していない企業(n=７０９)へ質問

◆ 現在外国人を雇用していない企業の約20%が今後の雇用を検討（＝企業側のニーズも高まっている）

◆ 「社内の受け入れ体制」に不安を持つ企業も多い（26%）

アンケート結果

「令和元年度外国人雇用に関する企業アンケート調査」（※）実施結果（一部抜粋）

※結果は山梨県HPでも公表 https://www.pref.yamanashi.jp/kokusai/kigyotyousa.html



人口減少が進む中、誰もが活躍できる地域
づくりが不可欠→外国人に選ばれる県へ

県の基本的な考え方と中期的な取り組みの方向性を示す
「やまなし外国人活躍ビジョン」（2020年2月策定）において、

①「適正な労働環境の整備」
②「外国人が働きやすい企業の応援」

を施策として設定

全国で外国人の不適切な雇用事例が問題に

※山梨県HPでも公表 https://www.pref.yamanashi.jp/kokusai/vision.html

３．やまなし外国人活躍ビジョンの策定 ～外国人に選ばれる県「やまなし」～



３．やまなし外国人活躍ビジョンの策定 ～外国人に選ばれる県「やまなし」～

※山梨県HPでも公表 https://www.pref.yamanashi.jp/kokusai/vision.html



４．やまなし外国人労働環境適正化推進ネットワークの概要

目的

事業開始

外国人労働環境の適正化に向けた情報共有や全県一丸となった機運を醸成するため、官民による
ネットワークを構築。

2020年7月27日～

参加方法

随時参加可能。外国人材企業相談センター（事務局）へ必要書類が提出され次第、山梨県で審査の
上、申請者へ参加登録完了通知書を送付。

参加企業・団体数

79社・団体（2022年8月時点）

内容

①山梨県からネットワーク会員への情報提供（外国人材の受入れに関する制度や行政機関等の支援
事業について）※随時メールを送付。
②ネットワーク会員向けの勉強会の実施（後述）
③ネットワーク会員を対象とした補助金制度の設定（やまなし外国人活躍企業支援事業費補助金）

※詳細は山梨県HPで公表 https://www.pref.yamanashi.jp/gaikoku-g/tekiseika_network.html



４．やまなし外国人労働環境適正化推進ネットワークの概要

参加プロセス

参加企業・団体

 職業紹介事業者、労働者派遣事業者
 日本語教育機関

 企業・法人
 監理団体

特別な参加要件
（後述）

趣旨に反する行為または参加要件に該当しないことが明らかになった場合

参加登録取消
※ 悪質な事例は県HPなどに公表
（現時点で公表した例は無い）

 経済団体
 業界団体

 企業支援機関
 行政機関等

山梨県

外国人材企業
相談センター
（事務局）

書類提出
※団体の属性により
必要書類が異なる
（後述）

審査の上、参加登録
※提出書類に不備が無け
れば基本的に参加許可



４．やまなし外国人労働環境適正化推進ネットワークの概要

 職業紹介事業者、労働者派遣事業者
→外国人の受け入れを仲介する立場

 日本語教育機関
→留学生（※）を受け入れる立場
※「資格外活動」により労働者という側面も

 企業・法人
→現場で外国人の受け入れる立場

 監理団体
→外国人の受け入れを仲介する立場

労働環境の適正化のために
は、外国人を直接雇用したり
仲介したりする企業・団体と
の連携が重要

厳しい参加要件を設け、適正な
受入・仲介を行う企業・団体を
募り、官民で連携することで
山梨県の適正な労働環境をPR

特別な参加要件
を設定



４．やまなし外国人労働環境適正化推進ネットワークの概要

要件(その1) 要件(その2) 特別な提出書類

企業・法
人

•山梨県内に事業所を有する
•外国人を雇用している又は
雇用予定

（理念、外国人雇用実績、労
働環境等の向上、法令順守に関
する誓約書の提出）

•技能実習法に基づく優良実習実施
者として認定を受けたことがある

•認定時の優良要件適合申告書の
写し及び技能実習計画認定通知
書の写し

•労働環境適正化推進ネットワーク会
員からの推薦がある

•（これから外国人を雇用する企業の
場合）雇用予定であることを証明す
る書類（雇用契約書の写しなど）

監理団体 •一般監理団体又は特定監
理団体

•団体加入の県内事業所で技能実
習生の受入実績がある

※特定監理団体は10社以上

•技能実習生受入一覧

職業紹介
事業者等

•山梨県を本拠とした事業許
可
•外国人を対象

•優良事業者認定制度に基づく認定
証を有する

•現在有効な事業許可証の写し
•現在有効な優良事業者認定証の
写し

日本語
教育機関

•山梨県を本拠とした出入国
管理法に基づく日本語教育
機関としての告示

•出入国在留管理局からの適正校通
知を有する

•日本語教育機関として名称が記載
された告示の写し
•現在有効な適正校通知書の写し



４．やまなし外国人労働環境適正化推進ネットワークの概要

勉強会の内容

第1回（2020年11月25日、参加者26名）
・講演「外国人技能実習制度の現状について」
・取り組み紹介（山梨県中小企業団体中央会、山梨県）
・意見交換

第2回（2021年3月24日、参加者23名）
・講演「山梨県における外国人労働者の就労環境について」
・意見交換

第3回（2021年7月7日、参加者26名）
・講演①「コンプライアンスの取り組みについて」
・講演②「外国人材適正雇用推進認定制度について」
・後援③「外国人労働者の雇用管理について」

第4回（2022年3月22日、参加者23名）※オンライン
・講演①「外国人雇用における『人権問題』のリスクとチャンス」
・講演②「選ばれる日本に向けたJP-MIRAI及びJICAの取り組み」

※2022年度内にも1回実施予定（時期・内容は未定）



５．やまなし外国人活躍企業支援事業費補助金について

目的

事業開始

県内に事業所を有する中小企業者等の外国人の受入と定着・活躍を促進するため、外国人の日本
語能力向上や地域における多文化共生につながる取り組みを支援。

2020年7月27日～ ※やまなし外国人労働環境適正化推進ネットワークと同時

補助対象

・やまなし外国人労働環境適正化推進ネットワーク会員であること
・県内に事業所を有する中小企業、社会福祉法人、医療法人及び公益法人
・初めて外国人を雇用もしくは既に外国人を雇用している企業で新たに外国人を雇用

※詳細は山梨県HPで公表 https://www.pref.yamanashi.jp/gaikoku-g/gaikokujin_katsuyaku_hojokin.html



５．やまなし外国人活躍企業支援事業費補助金について

補助内容

対象事業 補助対象経費（主なもの） 補助率
補助

上限額

①外国人労働者の日本語学習に
関するもの
（例）
・日本語教室への参加、プライベー
トレッスンの受講など
※教材の購入・配布のみ、入国
後講習（研修）のみは不可

• 講師の謝金及び旅費
• 教材費及び印刷費、消耗品費
• 会場使用料
• 受講料及び交通費
• 入国後講習（研修）経費
• 日本語能力試験の受験料

1/2 100万円

②外国人労働者と地域住民との
交流等に関するもの
（例）
・地域行事への参加、地域住民と
の交流会への参加

• 会場使用料
• 交通費
• 参加費
• レンタル料

1/2 10万円

交付決定実績

2020年度：3件、2021年度：1件、2022年度：20件（2022年8月時点）



６．外国人材企業相談センターについて

目的

開設日

中小企業や、これまで技能実習等の受入実績のない企業においては、外国人材の雇用希望はあっ
ても、外国人材活用のノウハウが十分にない状況であることから、県内企業からの様々な問い合
わせに対応するため開設。

2019年9月17日

運営体制

・月～金、9:00～17:00 ※電話、対面(センター内に相談スペース有り)、出張相談に対応

・相談員2名、アドバイザー(行政書士)3名※火、水、木に1名ずつ常駐

※詳細は山梨県HPで公表 https://www.pref.yamanashi.jp/gaikoku-g/gaikokujin_katsuyaku_hojokin.html

業務内容

①県内企業等からの相談対応（在留資格、外国人材の雇用にかかる手続きなど）
※相談実績：572件（2019.9～2022.7末の累計）

②企業向け研修会の開催（受入れ可能な外国人材の制度など）
※開催実績：7回（2019.9～2022.7末の累計）

③やまなし外国人労働環境適正化推進ネットワーク及びやまなし外国人活躍企業支援事業費補助金
の事務局機能



６．外国人材企業相談センターについて



７．（まとめ）山梨県の事業実施体制

山梨県

運営（直営）

官民ネットワークを構築し、情報

共有や勉強会を行う

やまなし外国人労働環境

適正化推進ネットワーク

（2020.7～）

企業による外国人労働者向けの日

本語学習などの取り組みを補助

やまなし外国人活躍企業支援

事業費補助金

（2020.7～）

開設日時：月～金、9:00～17:00

体制：相談員2名

アドバイザー(行政書士)3名

※火、水、木に1名ずつ常駐

外国人材企業相談センター
（2019.9～）

監理団体 企業

職業紹
介・人
材派遣
事業者

日本語
教育機
関

その他
関連団
体

参加申請、
勉強会への
参加

参加登録、情報提供
勉強会の実施
（事務局は「外国人材企業相談
センター」） 審査、補助金支出

（事務局は「外国人材
企業相談センター」）

申請（労働環境適正化推進ネッ
トワークへの参加が条件）

外国人材の受入れに
関する相談対応、
セミナーの実施



御清聴ありがとうございました。

金鳥居（富士吉田市）
写真提供：やまなし観光推進機構


